
電話

（第 1 章）

（第 3 節）

（第　 1

21 ～ 年度

2,167

90

21年度以降予定額

仕事と育児の両立、地域の子育て支援で児童福祉の向上を図ることを目的に、育児の援助を行いたい
者と育児の援助を受けたい者からなる会員組織「ファミリーサポートセンター」を設立し運営する。実施運
営については、ボランティア活動などに熟知している社会福祉協議会などに委託する。

21年度
以降

同　　　　上

毎年度

委託費用　計2,888,000円
・事務経費（アドバイザー雇用1名）
　　　　　　　　2,765,900円
・事業経費（子育てサポーター養成講座）
　　　　　　　　　121,920円

19
根拠法令等

上位施策との関
連（総合計画での
位置付け）

　〃 終了予定年度

　計　画　

事務事業の概要

節

①次世代育成支援対策推進行動計画
②次世代育成支援対策交付金交付要綱

章 安全で安心できるまち

施策）子育て支援の充実施策

児童福祉
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　手　　　段
(ここから活動
指標を導きま
す）

市が行う
事務事
業の具体
的な実施
内容
（※補助
金等の場
合は団体
等の活動
内容）

1,000

20年度予定額

平成１８年８月

事務事業名

作成日高田信夫部長職名

作成部署ファミリーサポートセンター事業（育児版）

別紙２

12整理番号

事務区分 ■自治事務　　□法定受託事務　

 平成１８年度事務事業評価調書（新規用）　　　　北広島市

保健福祉部児童家庭
課

八町史郎課長職名

814

委託費用　計3,167,000円
・事務経費（アドバイザー雇用1名）
　　　　　　　　3,044,089円
・事業経費（子育てサポーター養成講座）
　　　　　　　　　121,920円

（単位：千円）【費用の予定額】

１9年度

20年度

1,000

3,167

　目　　　的
(ここから成果
指標を導きま
す）

対　　象
(誰､又は何を)

　　　意　　図
（何をねらっているの
か｡対象をどのような
状態にしたいのか）

地域で子育て支援を必要とする人（主に子どもを預かってほしい）と子育て支援できる人
（子どもを預かる人）

　これまで子どもの施設で実施してきた子育て事業を、地域の中に広げ、地域の潜在的
子育て支援の人材を活用し、保育園などの送迎や時間外の預かりなどに対応する地域
に根ざした相互活動援助の実施

①合　計

19年度予定額

その他特財

地方債

④＝②×③

②人　数（年間）

事務事業開始年度

区　　　　分

直接事業費

国支出金

道支出金

一般財源

③１人当り年間平均人件費
人 　件 　費

（概算）

2,978 0 2,978　総　事　業　費 ①＋④



【事務事業を評価する指標（ものさし）】
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説明

（上記
評価の
総合的
な説明）

事業
担当
部局

　少子化・高齢化・核家族化及び就業形態の多様化により、保育所・学童クラブ・児童センター・ショート
スティなどの事業において多様な保育ニーズが増えている。次代を担う子どもの健やかな成長を図るた
めに、保育所などを補完し、市民の持っている力を活用して、子育てを地域全体で支援する環境づくりを
進めるとともに、安心して子どもを生み育てる環境づくりの支援は最も重要であることから、事業の実施
は必要である。

行革
本部

保護者の選択肢が増え、また、子育てを地域全体で支援する環境づくりなど、必要性や有効性が高い事
業である。

45

法律で実施が義務付けられている事務事業か

５
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計

２次評価

　　　□有　　　　　■無

36

民間活力の活用性評価
（事業担当部局が評価）

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

45

1次評価 総合 ランク

36

行革本部の
評価(２次)

上位施策を達成するために必要な事務事業か（目的妥当性の度合） １～５

効率性 事業の実施方法は効率的か（同じ経費でもっと効率的な方法はないか） １～５

目的を達成するための手段（実施方法）は有効か（手段有効度合）

投入する予算や人員に見合った効果が期待できるか（費用対効果の度合） １～５

有効性

15
点
満
点

15

10
点
満
点

10

行政が関与しなければならない事務事業か(公共性・公益性の度合）

市民や社会の要求はどの程度か（ニーズの度合） １～５

３　評　価　

１～５

黄色の欄に数字を入力すると自動的に計算されます

必要性
と

妥当性

【指標の定義（算式等）】

成果指標
（目的の達成
度を測るもの
さし）

指　標　名
指　　　　　標　　　　　値

配点
低→高

事業担当部局
の評価(１次)

評価項目 チェック項目

２　指　標

1.901.79件数

180 240

1.67

19年度目標

整理番号 12

22年度目標単位

300

20年度目標 21年度目標

活動指標③ 利用者延べ件数

活動指標
（事務事業の
活動量や実
績）

人

人登録者数（援助者+利用者）

活動指標① サポーター登録数

活動指標②

183

360

件 300 430 570 780

15393 123

１～５

2.17

成果指標②

【指標の定義（算式等）】

利用者延べ件数/登録者数

成果指標① 登録者1人当たり利用件数

上位の施策への予想される貢献度はどの程度か（貢献度合）

4

１～５

１～５すぐ実施する必要があるか、熟度は高まっているか（緊急度合）

１～５

民間等での実施または市民等との協働の可能性はほとんどない。

緊急性

公平性

受益者負担は適正か（適切な場合及びなじまない場合は5点）

112～135⇒☆☆☆（各評価項目合計点数が高い）
  81～111⇒ 　☆☆（各評価項目合計点数が普通）
   80以下 ⇒　  　☆（各評価項目合計点数が低い）

117 ☆☆☆


